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米国におけるTRP(技術再投資計画)の 分析
三 瀬 貴 弘
は じ め に
1989年東 欧 の 民 主 化,1991年 ソ連 の 崩 壊 に よ る 冷 戦 の 終 結 は 、 軍 事 戦 略 の 転
換 を 通 じて,米 国 に お い て 様 々 な 経 済 現 象 を もた ら し た,,
第 一 は 、 国 防 費 の 削 減 と 「平 和 の 配 当 」 論 の 盛 り上 が り で あ る 。 国 防 費 が
1991年度 の3197億 ド ル を ピ ー ク に96年 度 に は2660億 ドル ま で 削 減 さ れ た の を受
け て,「 平 和 の 配 当 」 の 使 途 に 関 す る 様 々 な 主 張 が 行 わ れ た1)。ま た 国 防 費 の 削
減 は,ガ ン ベ ル トの 州 経 済 に 打 撃 を 与 え た と い う 負 の 側 面 も存 在 した2)。第 二
は.R&Dに お け る 軍 事 部 門 か ら民 生 部 門 へ の 資 源 移 転 で あ る 。 軍 事 部 門 に 雇
用 さ れ て い た 科 学 者 の 民 生 部 門 へ の 流 出 が 生 じ.こ れ が 米 国 「20世紀 末 景 気 」
に 寄 与 し た 側 面 が 指 摘 さ れ て い る31。第 三 は.軍 需 産 業 の 再 編 で あ る 。 米 国 軍
需 産 業 は1993年以 降,国 防 総 省 の リ ス ト ラ 支 援 の も とM&Aを 繰 り返 し産 業
集 約 化 が 行 わ れ,3大 メ ガ軍 需 企 業 の 誕 生 を 見 た の で あ る41。
上 記 の よ う な 経 済 現 象 は,一 般 に 「軍 民 転 換 」(Conversion)問題 と し て 議 ・
論 さ れ て き た 。 軍 民 転 換 の 研 究 ア プ ロ ー チ を 概 括 す る と,経 済 政 策 史5).両用
1)宮 本邦男 「平和 の配 当の効用 を検証す る」 『エコノ ミス ト』1990.3.19号,66-71ペー ジ.
2)Markusen、Ann、Pe舶rHall,ScottCampbe皿,SabimDeltrick,Th6R1躍qブG鮮"わ8鼠Oxford
UniversityPress.1991。
3)庄 司啓一 「リス トラクチャ リング と労働 市場 の再編成」(西川純子編 『冷戦後の アメ ワカ軍 需
産業』 日本経 済評論社,1997年〉,115-120ペー ジ、軍需依存度 の高 い航空宇宙 産業 の技 術荷の数
は1990年か ら93年におい て,122万4α)0人か ら111万3000人へ と9%の 減少 を見 る一方で,コ ン
ビュー タや数学 関連の科学者は15万2000人か ら17万81)OO人へ と増 加 した、




技術論6),産業組織論ηが代 表的 な ものであ る。 また近年 にお いて,近 代経済
学的手法で の アプローチ も急速 に行われつつ ある81,,軍民転換 を総 体 と して理
解す る際には これ ら全領域 を踏 まえる必要があ るのは言 うまで もない。
軍民転換 論は,そ のアプローチの違いか ら数 多の見 解を導 出 して きたが,本
稿 もこれ らの研 究群 か ら出発す る。本稿で はR&Dに おける軍民転換 の在 り方
に焦点 を当て,米 国連邦政府 の両用(dua1-use)技術政策 に関す る分析 を行 う。
具体 的 に は,1993年か ら96年,FY(会 計 年度)93年 か ら95年に実 施 され た
TRP(TechnologyRelnvest111entProjectl技術再投資計画〉 の分析で ある。
lTRPの 概要
本章で はTRPの 全体像 を描 写 しつつ,TRPが 後述 す るよ うに 「TRP自体
の両用性」 と 「技術 開発領域 の両用性」 を持 った プロジェク トで あ った ことを
示す、
TRPは,TheDefellseConversion,Reinvesmlellt,andTransitめnAssist-
anceActof1992の成立 に基づ き,1993年に開始 された。TRPは,第1表 で示
す8つ の資 金拠 出法 か ら構 成 され る プ ロ グラ ム の総 称 で あ り,DARPA
(DefenseAdvancedResearchProjectsAgency)が管轄 を行 う。 そ の 目的 は






7)小 林 哲 也 「軍 需 産 業 の 再 編 成 」(西 川 純 子編 『冷 戦 後 の ア メ リ カ軍 需 産 業 』 日本 経 済評 論 社.
1997年)D
8)SandIeT,T`)ddξmdKeithHaτtley、丁加E`o♪zθ謝6gブDψ'～5名CambridgeSurveysofEcono-
micLiterature、1995.(深谷庄 一 監訳 『防 衛 の 経 済 学』 日本 評 論 社;1999年).、
9)DefenseAdvancedRese&rchProj6ctsAgency、研焼舵 月門側詔718ぐhπo'ogγR8f肌,85枷ピπ'
凸η壷dr8riφ'～gα'～4Tlηη5ぴψ畿U.S.DeparunentofCommerceNatiollarrechnologyln・
formadonServiee、1993,p,14,p,17,技術 再投 資 と は,① 技 術 を 生 産 物/工 程 へ と振 り向 け,
②4つ の 意 味 で の 長 期 的 雇 用 を創 造す る,,すなわ ち(D軍 事 か ら商 用 生 産 物 へ の 多 様 化,(21軍
事 商 業 生 産設 備 の統 含,(3)技術 の 商業 産 業 か らあ るい は商 業 産 業 へ の 展 開 、〔4)両用 技 術 の開/
米国におけるTRP(技術再投資計画)の分析 (39)39
第1表TRPを 構成するプログラムと目的
歳 出 承 認 法 目 的 領 域
①軍事両用枢要技術パート 国家安全保障と経済成長に 技術開発領域
ナ ー シ ップ 重要な技術の開発と適用を
促進する。
②民生軍事統合バー トナー 軍事設備能力を強化する民 技術開発領域
シ ップ 生技術を支援する。
③地域技術協力支援プログ 枢要技術の適用に資金拠出 技術開発領域
ラム を行 う。 技術展開領域
④軍事先端製造技術パート 両用製造技術の開発を支援 技術開発領域










の資 金提 供 、,
出 所:DefenseAdvallcedResearchProjectsAgency,瑳7ん 惚Ho～45eTピ`hηo'θ8yR8加 τ,85～〃2ぞ"`
乃roヅ8ご右 βr捜万1～9`～ノ'`1Tη7〃50ψ鼠U,SDepartment(》fCommerceNationalTechnologyIn-
formationService,1993.p.15、p、19、よ り作 成 り
第1表 の8つ のプログラムはそれぞれが,技 術開発領域,技術展開領域,お
よび製造業教育 ・訓練領域の3領域に大別されてお り,概ね技術展開領域と製
造業教育 ・訓練領域は,民 生産業力強化に主眼が置かれていると解 されてい
る 】Ol。
＼ 発 を 意 味 す る 。






なものである1"。他 方で、製造業教育 ・訓練領域においては,大 学における製














育 ・訓練領域;6000万ドルであり,金額的にTRPの 中心は技術開発領域 に
11)Pot(♪macInstinitefoτPdicyStし1dies,AR8τ,'6㎜qブオん87セ ぐhノ'o∠09)・Rピ加 τ曜5かηθπPr既 ノβ`ち1999・
[)116-117.ある い はGAO/T-NSIAD-95-167.7葱`・hノ～o1og:yπθ"7τ,6診ノηε〃'1う房 ε`∫R8`¢"!Ch4♪～81ぴ
ハ凌～`85ルfo1ぞ」E〃ψ ん45廊o～～鳶∫' オ々d'ッ1V884訊pp、4-6、p.10。
12)D召 少αrかηθ,fげ1)の 砲那8A歪 プ》r{4》rf`1謡)"飛ノマ}'・1996、Heρ'・'η83みげbr8α ガ彦`み`ρ"1"葦'翻紹oη`ψ プ》ダo∫》・
だ`～々oη法Ho』`58qヂR8ρ'郡8'～1`～∫fp85r5εイ占`ひ〃2〃2'甜βθoπ1〉αε'o'～41Sβビ`〃ゴ4冥U。S,(}ovemmentPhnt・
血90f6ce.1997.P、34



























したが って,資 金配分状況 か ら見た とき,TRPは 技術 開発領 域 に属す る4
つ プログラムを中軸 と した プロジェク トで あ った とい える。
さ らに各領域 におい て第2表 のよ うな活動 目的 が設 定 されてい るが,TRP
の中軸 となる技術開発領域の 目的は以下の3つ に区分 され る。第一は.既 に軍
事 目的用 に開発 された技術 の民生への発展 を目的 としてい るスピ ンオフ移転。
第二 は.民 生 と軍事 に適用可能 な技術 開発 を 日的 としてい る両用技術開発 、第
三 は,既 に民生 目的のため に開発された技術 の軍事的利用 を目的 とす るス ピン
オ ン促進で ある。
ここで注 目すべ きは技術開発領域の 目的 において,両 用技術開発 と並 んで ス
ピンオフとス ピンオンの双方が存在 した点 にあ る。つ ま り 「TRP自体の両用
性」 のみな らず技術 開発 領域 におい て も 「技術 開発領域の両用性」,す なわ ち
スピンオ ン促進 とい う軍事 目的 と,ス ピンオフ促進 とい う民生 目的が存在 して
42(42) 第172巻 第1号
いたのである。





















16)TRPの評価過程 において用い られ る評価基準について,議 会は以下を設定 している.① パー
トナー シ ッブ.② 私 的セ クターの コズ トシェア リング,③ 技術 的便益.④ 軍皐 との関連性で
あ る、さ らに議 会はブログラムの受益者 として.中 小軍裏依存企業,歴 史的黒人 カ レッジ ・大学,
マイノリテ ィ施設,軍 民転換努力 を支援 してい る州 ・地域政府を挙 げてお り・これらの参加 に対




焦 点領域 評価委 員会(DARPA管轄) ③ 技術 開発パネル(DARPA管轄)
① 個人評価者 のラ ンキ ング
↓1







追加的 に委員会は提案 に対 する説明 を求 めることが許され る。 しか し提 案に対
して の変更は認め られていない。
これ らに基づいて,焦 点 領域評価委員会 は最終の ランクに合意 し,最 も高い
ラ ンクを受 けた提 案が技術 開発 パネルヘ と送付 され る。
技術開発 パ ネルはDARPAに よって統括 され,国 防総省 と5つ の参加機 関
の代 表 によって構 成される。前述 の焦点領域評価委員会 との メンバーの重複 は
禁止 されてい る。パ ネルのメ ンバーは焦点領域 を横断 して,提 案へ の ランクを
決定す る。技 術開発 パ ネルはプログ ラム予算 と調和 させつつ,防 衛技術転換委
員 会(DefenseTechnologyConversionCoundLDTCC〉ワー キ ング グ,レー
プヘの推 薦を提 出す る。
DTCCワ ーキ ンググ ルー プは,国 防総 省 によって統括 され,参 加 機関 の代
表者 を加えて,技 術 開発 パ ネルの推薦 を評価す る。最後に ワーキ ンググループ
の推薦 が,DARPA長 官 が統括す るDTCC自 体 に提 出され る、,これ はTRP
に対す る歳 出権 限がDARPAに 付与 され てお り,DARPAが 資 源選 択 の最終
決定権 を持つ ためで ある。資金面 において も国防総 省が大 きな権 限を有 してい
た ことが 明 らかで ある、,
しか しFY1995において,議 会は資源選択評 価会議(SourceSelectionEva.
luationBoar(LSSEB)におけるメ ンバーの大多数 を軍事代一表者 が構 成す るこ






セプ トペーパーを採用 した。提案の提出前に,評価側の意見を提案者にフ ィー
ドバックし,採用可能性の低い提案の改善を求めることが目的である。チーム
は完全な提案の開発に取 りかか る前に,5ペ ージのコンセプトペーパーを提出






TRPの 技術 開発 領域 の 軍事 的必 要 カテ ゴ リー(後 述)で は 「戦 場用 セ ン
サー と光学」 に位 置す るプ ロジェク トで ある1附。米軍 の湾岸戦争 における勝利
は,夜 間における視 界を確保す る冷却IRセ ンサーに負 うところが大 きか った
が.冷 却 セ ンサーは非常 に高価 であ り,軍 隊全 体へ の普 及が滞 っていた191、,代
替物 として考 案されたのが非冷却IRセ ンサーであ り,こ れは性能 においては
前者 に劣 る ものの,低 コス トなため普 及には有利であ っだ 。}。
また,軍 事調達で はせいぜい年間10000ユニ ットの納入が限界で あ る一方で,
民生市場 の潜在 的需要 は毎年100000ユニ ット以上が見込 まれて お り.セ ンサー
の製造 コス トを低 下させ るために,非 冷却IRセ ンサーを利 用 した民生生産物
を開発す ることで,軍 用 セ ンサーの低 コス ト化 を図 ろ うとす る手 法 も取 られ






非冷却IRセ ンサーに関す る以 下の3つ のプ ロジェク トがFY1994のTRP
競争 において選択された。
①ULTLA(イ ンフラメ トリクス社;350万ドル)
② 非冷却1Rマ イクロボ ロメターセ ンサ ーコス ト削減 プログラム(ロ ーラ
ルIR&1シ ステムス;563万2670ド,レ)
③ 非冷却IRセ ンサー(テ キサ ス インス トルメンッ社;1250万ドル)
目標 は,TRP以 前 の非 冷却 プ ロ トタ イプであ るLOCUSP(Low-CostUn-
cooledSensorProgram!の単価30000ドルに対 して,8000ドルにまで単価 を引
き下げ ることであ った2%
その 中で も,③ 非冷却IRセ ンサ ープロ ジェク トは,軍 民 双方に適 用可能な
セ ンサー生産物を開発す る目的を有 しているが,す でに実績を挙げた プロ ジェ
ク ト宅 ある。1999年の時点で,軍 事基 地の安全確保や運転者の視界強化 目的の
Series200sensorsyste11、sを納 入済 みで ある。そ して今後10年問にさ らに3万
のユニ ッ トが調達 される と,夜 問の活 動能力が向上 し,冷 却IRあ るいは初期
のLOCUSPモ デ ルを購 入す る よりも,6億50QO万ドルの潜在的節約 にな る と
され ている呂31。
民生的な側面では,市 場 コ ンサ ルタ ン ト企業であ るFlostandSulhvanによ
ると,1994年における6億6000万ドルか ら2001年に14億ドルにIRsensor市場
が倍 加す る と予測 してい る。IRセ ンサー は,商 業車や トラ ック,船 舶や ボー
トに対す る運転者 の支援,刑 務所や空港施設 などの物理 的安全保障 な どに利用


















これは民生市場への 「堅固な結合」28》を通 じて,維 持可能な価格において軍
事力の技術的優越を確保するという国防総省の主張となって現れ,こ れに正統









26)松 村 博 行 「ア メ リカ に お け る軍 民 両 用技 術 概 念 の確 立 過 程 」 『国 際 関係 論 集』2001年4月 号 ・
27)石 川巌 「21世紀 の米 国 防 構 想QDR」 『軍 事研 究11997年5月 号 。
28)P惣 ゆ πε〃診げD醜 刀58/1戸Pro卿盈o〃5!わ'・19%Hε`面拶 ゐ蜘 ヂ瑠5κ 伽 〃εη漉 鯉 θπ ψ ρプoρ噌
癬1。 凧 枷`5呵Rゆ ㍑ ・"`漁85'踊ωノ～"～2伽・πN``・々〃`～158`μ吻U・S・G・vemn・entPdnt-
ingOffice,1997,P.19.
29)具 体 的 な 軍 民 統 合 の 実 行 局 面 を ガ ン ス ラー は3過 程 に分 類 して い る,す な わ ち,① 両 用
R&D,② 両 用工 場.③ 両 用 設 備 で あ る 。 そ して 「3つ の 統合 領 域 の 最 も重 要 な 部 分 」 と して,
① 両 用R&Dを 挙 げ,そ の 目 的 を 「国 防 総 省 が 民 生"堺 に 存 在 す る最 先 端技 術 を 利 用 す る た め」









省にとって,TRPは民生技術を積極的に取 り込んでい く(ス ピンオン)手段
として求められた といえる。
IIlTRPと科学技術 プログラム
TRPは 両 用 技 術 開 発 を 主 目 的 と した プ ロ グ ラ ム3⇒で あ る が,ATP
(Adv&ncedTechn・1・gyProgram)に代 表され るク リン トン政権下 の他 の科学
技術 政策 と共通す る幾つ かの特徴がTRPに は存在す る。 これ は 「TRP白体
の両 用性」 において,TRPが 引 き継 ぐ民生 目的的 な側面 の現れ と解す る こと
が 出来 る。
第一は,競 争的応募制度の採 用であ る。第3① ～③表 は,各 年度毎の焦点領
域 における採用数 を示 した ものであ る、前節 で見 たよ うな選定過程 を経 た選択
率 を見 ると,FY1993は1827の提案 が受 領 され,う ち69が選択 され.政 府の負
担 額は3億2760万ドル,選 択率 は3.5%であった、,FY1994では168の提案が受
領 され,う ち30が選択 され,政 府の負担額は1億7640万ドル,選 択率 は17.8%
3(〕)Ganslerは.①統合 された生産設備 は規模 の経済 を生む,② 軍民経 済の相互の浸透 によ り労
働 効率性が 高まる,③ 防衛部 門へのコス ト意識 の導入が進む,④ 従来 の単一契約 に代わ って競
争 原理が導 入され る.⑤ 品質管理導 入による軍需牛産物の品質向上.⑥ 国防用 に低 コス ト,高
晶質な民生部 品を利用で きる,⑦ 供給 基盤の拡大.⑧ 生産 ビル ドアップの即応性 の改良.⑨
DODのR&D利 用 に より民問部 門のハ イ ワスク投 資の肩 代わ りが可能 にな る,⑩ 大 規模な国
防投資が可能 になる.⑪ 米国経 済全体への便益.を 挙 げてい る・GansleL,訪f4.p.87.
31)Dゆ罐 ηz8η麺 μ)ψ'15群11ψ仰'・溜 ・〃ぎノb〆199δ∫f偬'ゴ〃剖 ゐゆ ♪㍑5～φω〃～ノ副 κ`フノ1ψ卿 ρ・
〆∫副 ・〃5,H・♂`5ど`ゾRψ郷 θ劇 ゴt,85'&'みω・π〃1細β・'22V`～'∫・η`了'58αイ〔如U.S、GovemmentPrint-
ingOf石ce,1997,p,19.




焦 点 領 域 応 募総 数 採 用 数 政 府負 担
①情報 インフラ 272 11 8,760(万ドル)
②電子工学設計 ・製造 171 9 4,360
③機械設計 ・製造 124 3 2,160
④物質/構造 214 3 3,680
⑤ヘルスケア技術 216 9 2,310
⑥訓練/誘導技術 58 1 300
⑦環境技術 204 6 710
⑧航空技術 112 7 3,520
⑨車両技術 261 5 2,550
⑩造船産業インフラ 76 5 1,670
⑪高等バ ッテリー技術 26 3 830
⑫その他 93 7 1,910
合 計 1,827 69 32,760
第3② 表FY1994におけるTRPの 実施状況
焦 点 領 域 応募 総 数 採 用 数 政 府 負担
①高密度データ蓄積 システム 13 2 1、600(万ドル)
② ソフトゥェア開発 10 3 1,950
③国家情報インフラ 38 5 2,320
④高次システム製造 24 3 4,830
⑤電子工学パッケージング1 40 9 3,830
⑥非冷却赤外線センサー 8 3 2,160
⑦環境センサー 32 5 950
⑧その他 3 0 o
合 計 168 30 17,640
であ った。FY1995では734のコンセ プ トペ ーパーが提 出 され.そ の うち提 案
として は143が提出 され,う ち34が選択 された.政 府の負担 額は1億393〔)万ド
ルで,選 択 率は23.8%であ った紛,,選択率 を見 る限 り,選 定 過程 が効果的 に機
33)1993年において選択率 が非 常に低 いのは,導 入初年度 とい うことでTRPを 軍縮で苦境に陥 っ
た軍嶺企 業の支援 プログラムであ ると誤解 した応募者が 多か ったことが挙 げられてい る。 ちなみ





cp提 出 応募総数 採 用 数 政府負担
①生物センサー 134 21 5 1.500(万ドル)
②航空機機体構造用
ポリマーマ トリクス
21 1 0 0
③高等管理技術 68 22 6 4,250
④ デ ジタ ル ワ イヤ レス
通信ネットワークシステム
77 20 6 2,340
⑤00TW/正E 175 33 6 2,100
⑥小型光学製造技術 46 7 4 1,280
⑦ マ イク ロ エ レク トロ
メカニカルシスナム適用
35 8 2 780
⑧その他 178 24 5 1,680
合 計 734 136 34 13,930




能 した ことが理解で きる。 これ は参加企業 にとって,提 案 の作成 を通 じて,企
業戦略の形成 に影響 を与 えた可能性があ る。
第二ほ,政 府一 産業 問のコス トシェア制度 の採 用であ る。全 てのプ ログラム
は政府 によ る支出に,プ ロジェク トに参加す る私的セ クターが 資金 をマ ッチ ン
グす ることを要求され る。具 体的には,軍 事両用枢 要技 術パー トナー シ ップ,
軍事先端製造技 術パー トナー シ ップにおいては,非 連邦資金が少 な くとも5(〕%.
民 生軍 事統 合 パー トナー シ ップに おい て は,非 国防総 省 資金 がFY93に は
50%,FY94には60%,FY95には70%である こと,地 域技 術協 力支援 プ ログ
ラムで は,非 国防総省資金が50%以上である ことを要求 された ので ある1"'。
私 的セク ターによる資金のマ ッチ ングは,現 金の他 に,現 物 出資 も認 められ
34)DefenseAdva11cedRese肝chProjectsAgellcy。(4乳`菰.pp.28-29.
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てお り,具 体 的には人員,設 備 ・土地 ・建物,技 術移転 な どが挙 げ られ る3コ1,,
これ は現 金での拠 出が 困難 な中小企業 にとって有利 な制度であ った といえる。
これ に対 して,政 府 の シェア分 は現金のみの提 供 とな る。
コス トシェア制度 は,TRPコ ンソー シアムを プロ ジェク トに専念 させ,技
術 の商用化 を促進す るために採川 され た3%さ らに効率 的なプロジェ ク ト運営
を促 進す る目的,あ るいは軍事予算 の削減 による政府資金の不足 分を民 間セ ク
ターか ら補充す るとい う意 図 もあった。
第三 は,産 業主導のパー トナーシ ップの形成であ る。各 プログラムには,参
加者 と して含 まれ なければな らない権利主体 を設定 してい る,,例えば,軍 事両
用 重要技術 パー1・ナー シ ップにおい ては,「権利 を有す る2以 上の企業,あ る
いは,権 利 を有す る2以 上の企業 によって設立 された非営利研 究団体」 の参 加
が要 求されて いる371.
133の技術 開発領域 プ ロジェク トにおいて.716の主体が参加 したが,う ち民
生企業が圧倒 的に多数 を占め,次 いで軍需企業,大 学 となってい る。 また コン
ソー ンアムの リー ダー と して も民生企業 が400以上 と支 配的で あ り,次 いで軍
需企業,大 学 となってい る。 コンソー シアムのパ ー トナーの数 を見 ると,2～
4で全体 の54%を占め,最 大の もので24の主体が参加 した ものが存在 した鵠,。
さ らに中小企 業の参 加が非 常 に多 か った こと も特 徴で あ る。FY1994より
SBIR(SmallBusinessInn・vationReserach)資金 を自己負 担分 に組み 込む こ
35)1堀,P、22.
36)PotomacInstituteforPolicySτudies、oか`甜.、B-8,
37)例えば,軍 事先端製造技術 パー トナー シ ップにおいては,「権利 を有 する2以 上 の企業,あ る
いは.権 利 を有す る2以 上 の企 業によって設 立された非営利研究団体」 の参加 が,③ 民生軍事
統合パー トナー シ ップにおいて は.「権利 を有す る1以 上の企業,あ るいは権利 を有す る2以 上
の企業 によって設立 された1以 上の非営利研 究団体」の参加が,④ 地域披術協 力支援 プログラ
ムで は.「プ ログラムによ って便益を受 ける地域 に存在す る権利 を有 する1以 上の企業,と 以下
の条件 のうち一つ を満 たさなければな らない。」 と した上で.「(1)州あるいは地域政府機 関,121
2以一ヒの州地域政府の非営 利組織.(3)州・地域 政府が メ ンバーで ある組織.(4)州・地域政府 創




とが可能 とな り,中 小企業 の積極的 な参加が促された。実際 的に,少 な くとも
一 つの中小企業 を含む プロ ジェ ク トは,全 体の58%を占め,中 小企業 の参加数
は全体の21%を占めていだ91,,
第四は,フ レキ シブルな合意形態 の利用で ある。TRPに おいてDARPAが
多用 した合意形態 は 「他の取引合意」 と分類 され る ものであ った。 これ は 「連
邦 調達規制(FederalAcquisitionRegulation〉」 の適用 を除外す る合意形 態で
あ り,従 来,民 生企業が国防総省 と契約す るにあた って障壁 となっていた特殊
的 な会計 システム等の煩雑な慣 習 ⑪,を取 り除 くこととなった。知的所有権保護
を掲 げる特許政策 の指針 を明示 した ことに加 えて,こ れは民 生企業 のTRPへ
















42)P脚 宏〃～8η'げD吻5β 聯r・ 蜘 オ'・吋bヂ199σH～``舜 π8功 吻 召 邸 μ伽 〃～〃勲 ε 伽 ψ1・ハ。凶.
融 ∫どo凧110ε♂5`・げR吻 榔 θ脚'ゴ 撚'5μ ゐ`01刀痂 オ卿oη1〉`了 々o諺～`～'58α4r戯U、S、(}ovemmentPrint.
h190fflce、1997,P.34.
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す。 ギ ング リッチ下 院議 長が提 示 した 「ア メ リカ との契約」が ま さにそれで
あ った。すなわち連邦政府が資金 を拠出すべ きは軍事 関連 のみで ある とい う立
場であ り,企 業のR&D投 資の活性 化に対 しては,減 税で対処す るこ とを提唱
したのであ る4コ1。
第二 は,「技 術開発領域 の両用性」 に関す る主張であ る。 これは減少す る国
防予算で,両 用技術 に投資 を偏重 させ ることへの批判 である。 これ は両用戦略
に対 しての軍需産業の不信感 を示 してお り,TRP導 入 当初 か ら企 業側 が主張
していた。両用技術 への偏 向を懸念す る軍 需産業 に対 して,DARPA長 官 デ
ンマ ンは軍事特殊技術 の重要性 を強調 し,軍 需産業 を安心 させ ている繍。委員
会 において も 「TRPのような両用 プログ ラムに投 資す る くらいな らば,国 防
総 省 は近 代 化投 資 を行 うべ きであ る」 とい う軍需 産業 の主 張 が なされ てい
るご51。
このよ うにTRPに 対 す る批判的見解 が強 まる中で,TRPの 修正 がな され
遂 には廃1トに追い込 まれてい く。その修正 とは 「TRP自体の両用性」 と 「技
術 開発領域 の両用性」の解消を意図 した ものであ った。
1994年,TRPの管轄3領 域 の うち,軍 事 目的の薄 い技術 展開領域 製造業
教 育 ・訓練 領域 が,1994年にDARPA管 轄 よ り商務省のNISTへ と移転 され
た樹。特 に技術展 開領域 にお ける技 術普及 プロ グラムは,MEPと して議 会で
の超党派的な支援 を受けつつ拡大を続 けてい く47>。そ して残 された技術 開発領
域において も,国 防総省か ら具体的な軍事 的必 要性 のカテゴ リーが示 された、
それは各プ ロジェ ク トが以下の7つ の カテゴ リーのいずれか に落 ちるとい う も















(A)ワイヤ レス 通信 技 術,(B)知的 ・デ ー タ配 分 技術,(C)ディ スプ レ イ,(Dl他の コ ン
ピ ュー タ と情 報 シ ステ ム技 術
③戦争用センサーと光学
(A)戦争用センサー,(B)環境センサr(C)光学
④ カ ジ ュ ア リテ ィ ト リー トメ ン ト
⑤ 電 子 工 学 設 計 ・製 造
(A〉電 了・工 学 製 造 へ の 工 程 管 理,(B)MCM技 術 、〈C)低コ ス トパ ッケ ー ジ ング,ID)エ
ネ ル ギ ー貯 蔵





さ らにTRPの 執行過程 において も軍部の関与が強 ま ってい く。FY1993と
FY1994にお いて,軍 部 は,DTCCへ の参加や,技 術焦 点領域 の選択 への関
与を認め られていなか った。1994年9月,議会 はFY1995における1RPの 選
定過 程 に軍部 の関与 を決定 し,研 究,開 発,調 達 に関す る各部 局 の長 官 が
DTCCの フルメ ンバー とな り,完 全 に焦 点領域 の選択 と提 案の評価 に関与す
るようにな ったので ある49)。
軍事 への偏 向を決定づ けた のが104議会であ る。 ギ ング リ ッチ ら反産業政策
論者 は 「アメ リカ との契約」 の もとFY1995の予算 審議 におい て,ク リン ト
ン政権の科学技術 政策プ ログラムを否定 し,予 算が会期中に成立 しない とい う
事態 を招い た。そ の中で民生 目的 をTRPに 見 出 してい た クリ ン トン政権 は
TRPの 擁護 を図 るために,1995年のNECレ ポー トにおい て,一 般 的技術 や
競争力戦略の一部 と しての役割 よ りもTRPの 軍事的便益 を強 調 したのであ っ
49)Cく)hen、o吾`'f.,P,183,
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た。特 にス ピンオ ン効果 とコ ス ト削減効果が 強調 され た鋤。
要約す ると,TRPに お ける民生 目的の強い一.二つ の領域 がNISTへ と移管さ
れ,技 術 開発領域が軍事[]的へ と傾斜 して 「技術 開発領域 の両用性」が解消 さ
れた ことで,「TRP白 体 の両用性」 は解消されてい ったのであ る。
しか し1996年,議会 は承認 済のTRPプ ロ ジェ ク トにのみ資金拠 出を認めた
のみに終 わ った。TRPは 廃止 に追い込 まれたのであ る。TRPの 廃止の原因 と
して,ギ ングリ ッチによ る反産業政策論 の圧 力や,軍 需産業に とってTRPの
種 々の制度が魅力 的で なか った ことな どが一般的 に挙 げられてい る51)。
そ してTRPの サ クセサ ーと してDUAP(Dual-UseApplicationProgram)
がFY97に 開始 された・ しか しDARPAの 関与が 薄れ,両 用技術 開発 への新
技術 戦略 との関連性 は薄れた とされ る5と1。
終 わ り に
本 稿 で は 具 体 的 なTRPそ の も の の 分 析 に 終 始 す る こ と に な っ た が,TRP
を 評 価 す る に は,プ ロ グ ラ ム そ の も の の 計 量 的 な 評 価53)のみ で は 不 十 分 で あ る 。
TRPの 評 価 と の 関 連 か ら今 後 の 課 題 と し て 以 下 に2点 を 提 示 し て お き た い 。
第 一 は,TRPを 米 国 軍 民 転 換 史 の 巾 に 位 置 づ け る 作 業 が 必 要 で あ る 。 そ れ
に は 現 在 の 数 多 の 経 済 現 象 を 叙 述 す る こ と に 用 い ら れ る 軍 民 転 換 概 念 が,歴 史
的 に ど の よ う な 変 遷 を 遂 げ た の か を 解 す る こ と が 重 要 で あ る 、20世紀 末 に 顕 著
と な っ た 民 生 向 け 産 業 政 策 の 米 国 に お け る 定 着 と の 関 連 か ら,TRPを 位 置 づ
け る 必 要 が あ る 。
第 二 は 、TRPの 実 施 時 期 と ほ ぼ 期 間 を 同 一 と す る 軍 需 産 業 構 造 の 変 化 に











れの事後的展開を追 う過程で もある。 しか しこれらの課題については次稿以降
で検討 したい.
